
第45回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第45期（2022年４月１日から2023年３月31日まで)

■連結計算書類の「連結注記表」

■計算書類の「個別注記表」

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第17条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.osaka-seitetu.co.jp）に掲載する

ことにより株主のみなさまに提供しております。



【連結注記表】

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

Ⅱ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社（4社）

東京鋼鐵㈱

大阪新運輸㈱

西鋼物流㈱

PT. KRAKATAU OSAKA STEEL

連結子会社であった大阪物産㈱は、2023年３月17日に清算結了したことから、当連結会

計年度より連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社

PT. KRAKATAU WAJATAMA OSAKA STEEL MARKETING

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。



３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、PT. KRAKATAU OSAKA STEELの決算日は12月31日であります。連結計算

書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、連結上必要な調整をすることとしております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）によっております。

市場価格のない株式等

主として総平均法による原価法によっております。

②デリバティブ

時価法によっております。

③棚卸資産

・製品、半製品、原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお

ります。

・仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法を採用しております

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 主として31年

機械及び装置 主として14年



(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②修繕引当金

設備の定期的な修繕に備えて、次回修繕見積金額と次回修繕までの稼動期間を勘案して

計上しております。

③事業構造改善引当金

当社の事業構造改善に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上

しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、差異発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７

年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度

については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度に

ついては、直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。



(7）収益及び費用の計上基準

当社グループは、主に鉄鋼製品の販売を行っており、当社及び国内子会社については、当

該製品を出荷した時点で収益を認識しております。これは、当該製品を出荷した時点で当社

及び国内子会社が物理的に占有した状態ではなくなること、顧客に対し請求権が発生するこ

と等により、その時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されるとの

判断に基づくものであります。

また、在外子会社については、製品を引渡した時点において顧客が当該製品に対する支配

を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、

当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。



Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

連結子会社（PT.KRAKATAU OSAKA STEEL）が保有する有形固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当連結会計年度

有形固定資産 77,464

うち、PT.KRAKATAU OSAKA STEEL

の有形固定資産
17,480

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

連結子会社（PT.KRAKATAU OSAKA STEEL）は在外子会社であり、実務対応報告第18号

「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」に従い国

際財務報告基準に準拠しております。減損の兆候がある資産グループについて、回収可

能価額と帳簿価額を比較し、減損損失の要否を検討しております。

当連結会計年度において、PT.KRAKATAU OSAKA STEELが保有する有形固定資産につい

て、収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断いたしましたが、当該資産グ

ループの回収可能価額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識してお

りません。回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値により算定しております。

②主要な仮定

処分コスト控除後の公正価値は、外部専門家が算定した鑑定評価額に基づいており、

鑑定評価額の算定における主要な仮定は、土地の市場価格、建物及び機械装置の再調達

価格、減価修正等であります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

鑑定評価額が著しく低下するなど回収可能価額が変動した場合、翌連結会計年度の連

結計算書類において有形固定資産の評価に重要な影響を与える可能性があります。



Ⅳ. 連結貸借対照表に関する注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産から控除した減価償却累計額 96,698百万円
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．有形固定資産から控除した圧縮記帳額 2,169百万円

Ⅴ．連結損益計算書に関する注記
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．事業構造改善費用

当社大阪事業所恩加島圧延工場を2022年９月に休止したことなどから事業構造改善費用

1,357百万円を計上しております。主な内訳は、機械装置等の減損損失412百万円、固定資産

解体撤去費869百万円、その他75百万円であります。

なお、この事業構造改善費用のうち、869百万円を事業構造改善引当金繰入額として計上

しております。

（減損損失）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

大阪市大正区 遊休資産

機械装置及び運搬具 157

建物及び構築物 138

工具器具及び備品 79

建設仮勘定 36

その他 0

当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上

の区分を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した事業単位でグルーピングを

行っております。また、賃貸用資産及び遊休資産については物件毎に、資産のグルーピング

を行っております。

大阪事業所恩加島圧延工場の休止等に伴い、大阪事業所恩加島圧延工程等の関連資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。

なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額を零と

して評価しています。



Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,279,982 ― ― 42,279,982

３．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 3,359,728 524 68 3,360,184

（変動の概要）

増減の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 524株

単元未満株式の処分による減少 68株

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2022年5月17日
取締役会

普通株式 525 13.50 2022年3月31日 2022年6月3日

2022年10月27日
取締役会

普通株式 311 8.00 2022年9月30日 2022年12月7日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる

もの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2023年5月16日
取締役会

普通株式 利益剰余金 564 14.50
2023年
3月31日

2023年
6月5日



Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調

達方法は資金所要の長短等の特性を踏まえ、決定することとしております。

また、余剰資金については、安定性及び随時換金性を重視した運用に限定しておりま

す。

なお、当社は、デリバティブ取引を行う場合には、事業活動の一環としての取引に限定

し実施することとしており、トレーディング目的での取引は一切行わない方針としており

ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

① 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業等の株式が主なものであり、市場価格変動

リスクに晒されております。

② 長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達であります。

③ デリバティブ取引については、資産・負債の金利変動に伴う市場リスクヘッジ及び、固

定金利付及び変動金利付の資産・負債の割合を維持するために行うヘッジ取引、事業活

動の一環としての売買取引、資金取引、投融資等に伴う為替変動リスクを回避するため

のヘッジ取引に限定しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社及び主な連結子会社は、与信管理規程に従い、取引先に対する与信管理状況につ

いて情報を共有化し、必要に応じて債権保全策を検討・実施しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

・市場価格変動リスク

投資有価証券については、適宜、時価の状況の把握及び事業上の必要性の検討を

行っております。

・金利変動リスク

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。

・為替変動リスク

外貨建債権債務について、事業活動の一環としての売買取引、資金取引、投融資等

に伴う為替変動リスクを回避するために、為替予約を利用しております。



③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動

性リスクを管理しております。また、不測の事態に備えて、コミットメントライン契約

を結んでおります。

なお、デリバティブ取引については、当社の社内規程である「デリバティブ取引管理規

程」に基づき、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。金融商品に係

るデリバティブ取引の実施にあたっては、当該規程に基づき、取引方針等を経営会議に付

議し、承認された範囲内において、債権・債務が確定した取引を対象に実行しておりま

す。あわせて取引残高・損益状況について、四半期毎に経営会議に報告することとしてお

り、また、半期ごとにヘッジの有効性の評価を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注４)を参照

ください）。

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 522 522 ―

資産計 522 522 ―

(2) 長期借入金 7,773 7,773 △0

負債計 7,773 7,773 △0

デリバティブ取引 1,075 1,075 ―

(注１)現金及び預金、売掛金、未収入金、関係会社短期貸付金、預け金、支払手形及び買掛金、

短期借入金、未払金については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

あることから、注記を省略しております。

(注２)１年内返済予定の長期借入金は、「（2）長期借入金」に含めております。

(注３)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で示しております。



(注４)市場価格のない株式等

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 42

上記については、「(1) 投資有価証券」には含めておりません。

(注５)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

長期借入金 7,773 ― ― ― ― ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。



(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 522 ― ― 522

デリバティブ取引

通貨関連 ― 2 ― 2

金利関連 ― 1,072 ― 1,072

資産計 522 1,075 ― 1,597

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

（単位：百万円）

区分

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 7,773 ― 7,773

負債計 ― 7,773 ― 7,773

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。また、変

動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額に近似していると考

えられることから、当該帳簿価額を時価としており、レベル２の時価に分類しておりま

す。



デリバティブ取引

これらの時価は、取引先金融機関から提示された価格等により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

Ⅷ.１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,879円28銭

１株当たり当期純利益金額 74円60銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載して

おりません。

算定上の基礎

１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 153,103百万円

普通株式に係る純資産額 150,980百万円

差額の主な内訳

非支配株主持分 2,122百万円

普通株式の発行済株式数 42,279,982株

普通株式の自己株式数 3,360,184株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 38,919,798株

１株当たり当期純利益金額

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 2,903百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 2,903百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 38,920,048株



Ⅸ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

売上高

日本 78,324

インドネシア 15,547

韓国 18,943

その他 4,327

顧客との契約から生じる収益 117,141

外部顧客への売上高 117,141

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、Ⅱ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な

事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 (7）収益及び費用の計上基準に記載のとお

りであります。



【個別注記表】

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

・子会社株式

総平均法による原価法によっております。

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）によっております。

市場価格のない株式等

総平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産

・製品、半製品、原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 主として31年

機械及び装置 主として14年



３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 修繕引当金
設備の定期的な修繕に備えて、次回修繕見積金額と次回修繕までの稼動期間を勘案して

計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、差異発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て７年）による定額法により費用処理しております。

(4) 事業構造改善引当金
当社の事業構造改善に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上

しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、主に鉄鋼製品の販売を行っており、当該製品を出荷した時点で収益を認識してお

ります。これは、当該製品を出荷した時点で当社が物理的に占有した状態ではなくなるこ
と、顧客に対し請求権が発生すること等により、その時点で顧客が当該製品に対する支配を
獲得し、履行義務が充足されるとの判断に基づくものであります。
なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、

当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。



５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

PT.KRAKATAU OSAKA STEEL株式の評価

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当事業年度

関係会社株式

（PT.KRAKATAU OSAKA STEEL株式）
4,450

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

非上場の子会社に対する投資等、市場価格のない株式について、当該株式発行会社の

財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠に

よって裏付けられる場合を除いて、評価損を認識しております。

当事業年度末において、PT.KRAKATAU OSAKA STEEL株式について、同社の収益性が低

下したことにより評価損計上の要否を検討するにあたり、同社の純資産額を基礎とし

て、資産等の時価評価に基づく評価差額等を加味した実質価額を算定した結果、著しい

低下が認められないことから、評価損を認識しておりません。

②主要な仮定

PT.KRAKATAU OSAKA STEELの固定資産には重要性があるため、同社株式の実質価額の

算定は、「連結注記表 Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 連結子会社（PT.KRAKATAU

OSAKA STEEL）が保有する有形固定資産の減損」に記載の主要な仮定により影響を受け

ます。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

上記の主要な仮定の変動や経営環境の変化があった場合には、翌事業年度の計算書類

において、関係会社株式の評価に重要な影響を与える可能性があります。



Ⅳ．貸借対照表に関する注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産から控除した減価償却累計額 70,460百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の額は、次のとおり

であります。

短 期 金 銭 債 権 59,440百万円

短 期 金 銭 債 務 14,295百万円

長 期 金 銭 債 務 16百万円

４．保証債務
下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
PT. KRAKATAU OSAKA STEEL 14,688百万円

５．有形固定資産から控除した圧縮記帳額 1,820百万円



Ⅴ．損益計算書に関する注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

売 上 高 8,981百万円

仕 入 高 12,579百万円

営業取引以外の取引高 84,024百万円

３．関係会社清算益

当社の連結子会社であった大阪物産㈱の清算結了に伴い発生したものであります。

４．事業構造改善費用

当社大阪事業所恩加島圧延工場を2022年９月に休止したことなどから事業構造改善費用

1,357百万円を計上しております。主な内訳は、機械装置等の減損損失412百万円、固定資産

解体撤去費869百万円、その他75百万円であります。

なお、この事業構造改善費用のうち、869百万円を事業構造改善引当金繰入額として計上

しております。

（減損損失）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

大阪市大正区 遊休資産

機械及び装置 157

建物 102

工具器具及び備品 79

建設仮勘定 36

構築物 35

車輌及び運搬具 0

その他 0

当社は、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を

基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した事業単位でグルーピングを行ってお

ります。また、賃貸用資産及び遊休資産については物件毎に、資産のグルーピングを行って

おります。

大阪事業所恩加島圧延工場の休止等に伴い、大阪事業所恩加島圧延工程等の関連資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。

なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額を零と

して評価しています。



Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 3,359,728 524 68 3,360,184

（変動の概要）

増減の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 524株

単元未満株式の処分による減少 68株



Ⅶ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

関係会社株式評価損 1,563百万円

事業構造改善費用 693百万円

退職給付引当金 591百万円

未払賞与 184百万円

修繕引当金 180百万円

減損損失 168百万円

その他 460百万円

繰延税金資産小計 3,842百万円

評価性引当額 △1,925百万円

繰延税金資産合計 1,917百万円

繰延税金負債

租税特別措置法積立金 1,996百万円

その他有価証券評価差額金 98百万円

その他 84百万円

繰延税金負債合計 2,178百万円

繰延税金負債の純額 261百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳

法定実効税率 30.6％

(調整)

関係会社清算益 △13.3％

子会社の清算に伴う繰越欠損金の引継ぎ △1.1％

評価性引当額 △0.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.5％



Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

議決権等
の被所有
割合(％)

関 係 内 容
取 引 の 内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)事業上の関係

親会社 日本製鉄㈱ ―
直接65.92
間接 0.35

資金の貸付
資金の預託

電力の購入等(注)1 8,848 買掛金 1,109
資金の貸付(注)2 10,000 預け金 58,607
資金の返済(注)2 10,000 短期貸付金(注)2 10,000
資金の預入(注)3 29,328
資金の払戻(注)3 28,120
受取利息(注)2、3 150

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．通常の取引条件によっております。

２．利率については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
３．資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随

時、預託及び回収が可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案
して利率を決定しております。

２．子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

議決権等
の被所有
割合(％)

関 係 内 容
取 引 の 内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

事 業 上 の
関 係

子会社

東京鋼鐵㈱ 直接90.0 ― 資金の預入等

資金の預り(注)1 6,658 預り金 10,658

資金の払戻(注)1 7,070

支払利息(注)1 23

大阪物産㈱ ― ―
鋼材等の売買
資金の預入等

鋼材の販売等(注)2 817

― ―

資金の預り(注)1 1,275

資金の払戻(注)1 8,006

支払利息(注)1 11

分配金(注)5 6,924

PT.
KRAKATAU
OSAKA STEEL

直接80.0 ―
鋼片の販売
資金の貸付等

鋼片の販売(注)2 6,858 長期貸付金(注)3 13,386

資金の貸付(注)3 3,857

受取利息(注)3 457

債務保証(注)4 14,688

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．各子会社の余剰資金の運用の一環として行っているものであり、随時、預託及び回収

が可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案して利率を決定し
ております。

２．通常の取引条件によっております。
３．利率については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
４．PT. KRAKATAU OSAKA STEEL社の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っており、

取引金額は期末時点の保証残高であります。
５．大阪物産㈱は2023年３月17日付で清算結了しております。



３. 兄弟会社等

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
割合(％)

議決権等
の被所有
割合(％)

関 係 内 容
取 引 の 内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

事 業 上 の
関 係

親会社
の
子会社

日鉄
ファイナンス㈱

― ― 売上債権の売却 売上債権の売却(注) 36,896 未収入金 9,334

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 当社の売上債権に関し、日鉄ファイナンス㈱との間で基本契約を締結し、債権の譲渡を行
っております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,722円51銭

１株当たり当期純利益金額 241円39銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載して

おりません。

算定上の基礎

１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額 144,879百万円

普通株式に係る純資産額 144,879百万円

普通株式の発行済株式数 42,279,982株

普通株式の自己株式数 3,360,184株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 38,919,798株

１株当たり当期純利益金額

損益計算書上の当期純利益 9,394百万円

普通株式に係る当期純利益 9,394百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 38,920,048株

Ⅹ．収益認識に関する注記

・収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。


